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ねじれ国会の影響もあり、平成23年度税制改正案（旧法案）が例年通り（平成23年
3月までに）成立せず、一部のみ平成23年6月に成立しています。6月に成立しなかっ
た旧法案のうち、主要項目を含む「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を
図るための所得税法等の一部を改正する法律」が平成23年12月2日に公布・施行さ
れ、3月決算法人にとっては、多くの改正項目が平成24年4月（平成25年3月期）から
適用されます。この中には、法人実効税率の引下げや、法人所得課税ベースの拡大な
ど、法人の税実務に影響を及ぼす重要な項目が含まれています。本稿では、その概要
について説明します。
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I. 法人関連税制

1. 法人実効税率の引下げ

（1） 法人税率の引下げ
法人税の税率が、平成24年4月1日以後に開始する事業年度から、30%から25.5%に引き下げられます。これにより、国税と地方税
を合わせた法人実効税率が5%下がり、40.69%（改正前）から35.64%（改正後）に引き下げられます（＜表1＞＜図1＞参照） 
（新法法66、81の12、143、新措法42の3の2、68の8他、改正法附則10他）。

（2） 復興関連税制による法人実効税率への影響
前記（1）の改正の一方で、東日本大震災の復興財源確保のため、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために
必要な財源の確保に関する特別措置法」が平成23年12月2日に公布・施行され、法人税、所得税等に臨時的な増税が行われ
ることとなりました。

① 復興特別法人税

法人については、平成24年4月1日から3年間（注）1、基準法人税額（注）2に対して10%の復興特別法人税が課せられます（財源
確保法40他）。

復興特別法人税については、法人税の本税の申告とは別に、復興特別法人税申告書の提出が必要になります（財源確保法
53条他）。

前記（1）の法人税率の改正、及び復興特別法人税適用後の法人税率は＜表1＞の通りです。

表1　復興特別法人税適用後の法人税率の推移

普通法人の 
税率*3

改正前 平成23年度改正
+復興税制 平成23年度改正

平成24年3月31日
以前開始

平成24年4月1日～
平成27年3月31日開始

平成27年4月1日
以後開始

年800万円
以下

年800万円
以下

年800万円
以下

中小法人以外 30% － 28.05% － 25.5% －

中小法人*1 30% 22%
（18%）*2 28.05% 20.9%

（16.5%） 25.5% 19%

*1 期末資本金の額が1億円以下の普通法人。ただし、 
大法人（資本金の額が5億円以上の法人）による完全
支配関係がある法人（100%子会社等）は除かれます。

*2 平成21年4月1日から平成24年3月31日までの間に
終了する事業年度に適用されます（旧措法42の3の 
2）。ただし、平成24年4月1日前に開始し、かつ、同日
以後に終了する事業年度については、経過措置として
この税率が適用されます（改正法附則52、69）。

*3 公益法人等は別途税率が定められています。

また、法人実効税率の推移は＜図1＞の通りです（東京都・外形標準課税適用法人の場合）。

図1　復興特別法人税適用後の法人実効税率の推移

実効税率
法人税率+地方法人特別税率+事業税率+住民税

1+地方法人特別税率+事業税率

改正前
30.0%+4.292%+3.26%+（30.0%×20.7%）

＝ 40.69%
1+4.292%+3.26%

復興特別法人税 
施行後（3年間）

28.05%+4.292%+3.26%+（25.5%×20.7%）
＝ 38.01%

1+4.292%+3.26%

改正後
25.5%+4.292%+3.26%+（25.5%×20.7%）

＝ 35.64%
1+4.292%+3.26%

33

34

35

36

37

38

39

40

41

（%）

H24年
3月期

H25年
3月期

H26年
3月期

H27年
3月期

H28年
3月期

復興特別法人税

法人税

41

40

39

38

37

36

35

34

33

40.69%

38.01% 38.01% 38.01%

35.64%

（注）1
平成24年4月1日から
平成27年3月31日内
に最初に開始する事業
年度開始の日から同日
以後3年を経過する日
までの期間内の日の属
する事業年度

（注）2
その法人の所得税額控
除・外国税額控除等適
用前の法人税額



3新日本アーンスト アンド ヤング税理士法人

② 復興特別所得税

法人については、25年間（平成25年1月1日～平成49年12月31日）、利子、配当、ロイヤルティー等に対する源泉所得税に
対して2.1%の復興特別所得税が課せられます（財源確保法26他）。例えば、配当を支払う場合の源泉所得税率は原則20%
ですが、復興特別所得税の上乗せにより、20.42%が適用されることになります。なお、租税条約により税率が軽減、免除さ
れる場合は、復興特別所得税は課せられません（財源確保法33③）。法人が各事業年度で納付した復興特別所得税の額は、 
復興特別法人税申告書の提出により、当該課税事業年度の復興特別法人税の額から控除することができます。控除しきれ
ない場合には差額につき還付申告ができます（財源確保法56）。

2. 欠損金の繰越控除制度
中小法人や特定目的会社等を除き、平成24年4月1日以後に開始する事業年度から、欠損金の繰越控除額が所得の80%に制限さ
れます。そのため、各事業年度の所得を超える欠損金を有している場合であっても、所得の20%相当については原則、課税が生じ
ることになります（＜図2＞参照）。連結納税制度においても、同様の措置が講じられます。

一方、欠損金の繰越期間は7年（改正前）から9年（改正後）に延長されています。繰越期間の延長は、平成20年4月1日以後に終了
した事業年度において生じた欠損金について適用されます（新法法57、58、81の9他、改正法附則10、14）。

図2　欠損金の繰越控除限度額及び繰越期間

改正前
平成23年度改正

中小法人
特定目的会社等 左記以外

欠損金の控除限度額 繰越控除前の所得の金額の全
額（100%） 同左 繰越控除前の所得の金額の

80%相当額

欠損金の繰越期間 7年 9年 9年

（出典: 経済産業省「平成23年度税制改正について」（参考資料）平成22年12月 7ページ）を一部改変
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3. 減価償却制度
平成24年4月1日以後に取得をする減価償却資産の定率法の
償却率が、定額法の償却率（1/耐用年数）の2.5倍（250%定
率法）から2.0倍（200%定率法）に縮小されます(新法令48の 
2他）。改正前の2.5倍が2.0倍に引き下げられることにより、償
却のスピードが落ちることになります。改正にあたり、以下の経
過措置が講じられます。

（1）平成24年4月1日前に開始し、かつ、同日以後に終了する
事業年度において250%定率法を選定している法人が、同
日からその事業年度終了の日までに減価償却資産を取得
する場合には、それらの資産を平成24年3月31日以前に
取得したものとみなして、250%定率法により償却すること
ができます（改正法附則3②）。

（2）改正前の250%定率法を採用している減価償却資産に 
ついて、平成24年4月1日以後最初に終了する事業年度の
申告期限までに届出をすることにより、それらの資産の償
却率を改正後の200%定率法に変更した場合においても、
当初の耐用年数で償却を終了することができます（改正法
附則3③）。

図3　減価償却制度の見直し
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（出典: 経済産業省「平成23年度税制改正について」（参考資料）平成22年
12月 6ページ）
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4. 貸倒引当金制度の縮小
改正前は、法人が設定する貸倒引当金について、一定の限度額の範囲内で損金算入が認められていました。平成24年4月1日
以後開始事業年度から、損金算入が認められる法人が、中小法人等、銀行・保険会社等、に限定されました（新法法52①②、法令
96④⑤、改正法附則10他）。また、金融に関する取引に係る金銭債権を有する一定の法人（リース会社、証券会社等）については、
一定の金銭債権に限定して損金算入が認められます。これら以外の法人については、3年間（注）3は、改正前の損金算入限度額に対
して、平成24年度は3/4、平成25年度は2/4、平成26年度は1/4の引当てを認める等の経過措置が講じられましたが、その後は、
貸倒引当金制度の適用が原則廃止されます（改正法附則13①、改正法令附則5①）。

図4　貸倒引当金制度の縮減

【貸倒引当金制度の縮減】
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改正前 平成23年度改正

次の（1）（2）のいずれか少ない金額
（1）国外所得の金額 － 非課税国外所得の金額 × 2/3
（2）次の（a）（b）のいずれか大きい金額
（a）全世界所得金額 × 90%　
（b）全世界所得金額 × 国外使用人割合

次の（1）（2）のいずれか少ない金額
（1）国外所得の金額 － 非課税国外所得の金額の全額＊

（2）全世界所得 × 90%

＊経過措置として2年間は非課税国外所得の金額の5/6が除外されます。

II. 納税環境整備

1. 更正の請求期間の延長
納税者が申告税額の減額を求められる「更正の請求」の期間が延長されます。併せて、課税庁が増額更正できる期間も延長され
ています。（新通則法23①・70②、新相法32②、新措法66の4⑯他）この改正は、平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来
する国税について適用されます（＜表3＞参照）。

表3　更正の請求期間

内容 改正前 改正後

納税者による更正の請求期間の延長

法人税

純損失等の金額に係
るもの 1年 9年

移転価格税制に係るもの 1年 6年

その他 1年 5年

贈与税 1年 6年

上記以外の国税 1年 5年

課税庁による増額更正の期間の延長 偽りその他不正の行為に係るもの 7年 7年

上記以外の国税 3年（法人税は5年） 5年

5. 一般寄附金の損金算入限度額の引下げ
平成24年4月1日以後開始事業年度から、一般寄附金の損金算入限度額について、改正前の1/2相当額に引き下げられる一方、
特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入限度額について、同額の拡充が行われます（新法令73、77の2、155の13、155
の13の2、改正法令附則2）。

6. 外国税額控除

（1） 控除対象外国法人税の額
前記I.1の法人実効税率の引下げに併せて、外国税額控除の対象から除外される高率な外国法人税の税率水準が、50%超 
から35%超に引き下げられます（新法法69①、法令142の2他）。この改正は、平成24年4月1日以後開始事業年度において
納付することとなる外国法人税について適用されます（改正法令附則10）。

（2） 控除限度額の計算
平成24年4月1日以後に開始する事業年度から、外国税額控除の控除限度額を計算する基礎となる国外所得から、非課税
国外所得の全額（改正前は2/3）が除外されることになります（＜表2＞参照）（新法令142③、155の28③、改正法令附則 
2、9②）。
表2　控除限度額計算における国外所得金額
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2. 更正の請求範囲の拡大
当初申告の際、申告書に適用金額を記載した場合に限り適用が可能とされていた 
措置のうち、一定の措置（受取配当等の益金不算入、所得税額控除等）については、 
更正の請求（又は修正申告書）の提出により、事後的に適用を受けられるようになりま
した。

また、控除等の金額が当初の申告書に記載された金額に限定される、控除額の制限
がある措置について、更正の請求（又は修正申告書）の提出により、適正に計算された
正当額まで増額できることになりました（新法法23⑦他）。

この改正は、平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来する国税について適用
されます（改正法附則11他）。


